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愛知県地域成長モデルに関する考察 皿
地域構造解析 を中心に して
神 頭 広 好
1は じ め に
地域成長を地域構造解析的に研究する分野としては,都市計画,地域経済
学,都 市地理学,都 市経済学及び都市工学等がある。これらの研究分野にお
いて,各研究方法の切り口は異なれ,コ ンピューターの発達 とともに,よ り
複雑で,高度な地域モデルを開発,発 展させてきた。 とくに,多変量解析手
法を都市及び地域 に応用 した研究は,枚 挙にいとまがないほど多く見られ
るu。コンピューターが発達 しつつある時代においても,Isard(1960)など
によって,多 変量解析手法の都市 ・地域 に対する応用可能性 についての検
討がなされている。





H実 証 分 析
















愛知県88地域 を対象にして,32変数に関する主成分分析 を行 った結果,
得 られた内容(主 成分負荷量及び主成分得点)は,表1,表2,表3及 び表
4に示 されている。1975年及び1985年ともに,第1主 成分から第5主 成
分 までの累積寄与率が,ほ ぼ70%であった。 しか し,同年ともに第3主 成
分 を越えると各主成分の寄与率が低 くなるために,こ こでは第1主 成分か




第1主 成分は,全 共通性 に対 して,そ の37%にあたる割合を説明 して
いる。表1に もとついて,第1主 成分負荷量 を眺めてみると人口密度,
民営借家率,宅 地面積率,商 店当 り従業員数,DID人口密度が極めて強
く作用 している。また,老齢人口率,持 ち家率がマイナスに極めて強 く作
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第2主 成分は,全 共通性 に対 して,そ の11%にあたる割合 を説明 して
いる。表1に もとついて,第2主 成分負荷量 を眺めてみると,世帯当り
人口,農 地面積率がプラスに強 く作用 してお り,専業農家率がプラスに作
用 している。また,人口当り小売 り店数,兼業農家率,人 口当 り歳入,(工
場+商 店+農 家)当 り営業自動車台数がマ イナスに作用 している。 した
がって,第2主 成分 は農業 と地方都市の特性 を説明 している主成分 とみ
なしてよいであろう。表2が 示すように,3つの主成分に対する得点の中
で,第2主 成分得点が最大 となっている地域は16地域あり,第2主 成分
得点が最小となっている地域は6地 域ある。
第3主 成分:「非工業(+)一工業(一)」
第3主 成分は,全共通性に対 して,そ の9%に あたる割合を説明 してい
る。表1に もとついて,第3主 成分負荷量 を眺めてみると,女性人口比,
人口当 り卸売 り商店数,専 業農家率がプラスに作用 している。 また,男性
人口比,工場当り従業員数,従 業者当り工業出荷額,兼 業農家率がマイナ






第1主 成分は,全 共通性に対 して,そ の36%にあたる割合 を説明 して
いる。表3に もとついて,第1主 成分負荷量を眺めると,生産年齢人口率,
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宅地面積率,民 営借家率,従 業員当り商品販売額,DID人U密度,人 口
密度がプラスに強 く作用 している。また,老齢人口率,持 ち家率はマイナ





第2主 成分は,全共通性に対 して,そ の13%にあたる割合 を説明 して
いる。表3に もとついて,第2主 成分負荷量を眺めると,1世帯当り人員,
幼年人口率,農 地面積率がプラスに作用している。 また,人 口当り小売商
店数がマイナスに強 く作用 しており,人口当り歳入,給与住宅率,人 口当
りごみ収集量がマイナスに作用 している。 したがって,第2主 成分 は,
1975年と同様 に,農業と地方都市の特性 を説明 している主成分とみなし
てよいであろう。表4が 示すように,3つの主成分に対する得点の中で,
第2主 成分得点が最大 となっている地域は13地域あり,第2主 成分得点
が最小になっている地域は9地 域ある。
第3主 成分:「工業(+)一非工業(一)」
第3主 成分は,全共通性に対 して,その9%に あたる割合を説明 してい
る。表3に もとついて,第3主 成分負荷量を眺めると,工場当 り従業員数,
男性人口比,従業員当り工業出荷額,給与住宅率がプラスに作用 している。
また,女性 人口比がマ イナスに作用 している。 したがって,第3主 成分




なお,表5に は,上記の分析結果が整理されており,図1及 び図2に は,




変 数 第1 第2 第3
人口密度 .80733 一 .26005 .27147
男性人口比 .64021 .10909 一 .51724
女性人口比 一 .62643 1..... .60741
世帯当り人員 .,. .7336 .07655
幼年人口率 .7971 .32636 .0961?
生産年齢人口率 .59391 一 .03551 一 .22199
老齢人口率 一 .92328 一 .26401 .00765
持ち家率 一 .92866 .19674 .04621
公営,公団住宅率 .38601 11' .04861
民営借家率 .83731 一 .24267 .10056
給与住宅率 .56414 .05964 一 .37281
間借り住宅率 .45904 一 .02089 .25638
工場当り従業員数 .48074 .05347 一 .60574
従業員当り工業出荷額 .52879 .25722 一 .47736
宅地面積率 :: 一 .05400 .11252
商店当り従業員数 .75172 一 .10783 一 .01480
従業員当り商品販売額 :: 一 .24357 .12093
人口当り卸売り商店数 .36780 一 .38229 .42617
専業農家率 一 .13062 .56116 .44918
兼業農家率 .13070 一 .56111 一 .44921
農地面積率 .40977 .63076 .29753
人 口当 り歳入 一 .53845 一 .42646 一 .33110
人口当りごみ収集量 一 .13124 .17757 .14353
世帯当り自家用自動車 一 .48167 .26313 一 .39966
(工,商,農)当 り営業 自動車 .56916 一 .41629 一 .03655
DID人 口密度 .78819 一 .32816 .30541
人口当 りバス停数 一 .67896 一 .37335 一 .26102
人口当り鉄道駅数 .06302 .05139 .15600
小学校当り生徒数 ::. .04222 .15511
中学校当り生徒数 .71384 .09042 .14919
人口当り小売店数 一 .21519 一 .72419 .33705
人 口増 加率(75/65) .62666 .41655 一 .13317
寄与率 0.3700 0.1137 0.0920
累積寄与率 0.3700 0.4837 0.5758
注)1.ゴ シック体の数値 は,絶 対値0.4以上 の ものを指す。








































































































































































































































































































































































































































































































変 数 第1 第2 第3
専業農家率 一 .28833 .38394 .13045
兼業農家率 .28831 一 .38391 一 .13045
人口密度 .77371 一 .22904 一 .34258
人口当り鉄道駅数 .00069 .03433 一 .31298
人 口当 りバ ス停数 一 .66439 一 .23610 :.1!
世帯当り人員 一 .45337 .73889 一 .05712
商店当り従業員数 .49964 .oiza8 .20381
工場当り従業員数 .35803 .00234 .61499
男性人口比 .67749 .26179 .56309
女性人口比 一 .67737 一 .26179 一 .56307
DID人 口密度 .78416 一 .28901 一 .26189
農地面積率 .34526 .50331 一 .18962
従業員当り商品販売額 .79178 一 .01672 .21856
従業員当り工業出荷額 .27833 .11743 .49207
小学校当り生徒数 .87158 .05295 一 .22786
中学校当り生徒数 ::: .15934 一 .44333
幼年人口率 .68573 .61326 .02152
生産年齢人口率 .89100 一 .09631 一 .15439
老齢人口率 一 .91926 一 .29575 .07841
持ち家率 一 .88974 .32528 一 .13604
公営,公団住宅率 .47092 ‐ .ai7ss 一 .05008
民営借家率 .82147 一 .24019 一 .14882
給与住宅率 ... 一 .47368 .49039
間借り住宅率 .29164 一 .24105 .06459
宅地面積率 .83642 一 .11965 一 .13802
人 口当 り歳 入 一 .47608 一 .60520 .28028
人 口当 りごみ収 集量 .09549 一 .47908 .22295
世帯当り自家用自動車 一 .48947 .39079 .41133
(工,商,農)当 り営業 自動車 .54904 一 .22397 .31672
人口当り卸売り商店数 .46214 一 .17492 .15624
人口当り小売り商店数 一 .47483 一 .74865 一 .01554
人 口増加 率(85/75) .36016 .48052 .19604
寄与率 0.3577 o.iz7i 0.0869
累積寄与率 0.3577 0.4849 0.5718
注)1ゴ シ ック体の数値 は,絶 対値0.4以上 の ものを指す。


































































































































































































































注)1.ゴ シック体の数値は,各 地域 についての主成分得点の中で最大の絶対値 を示す。




第1主 成 分 第2主 成 分 第3主 成 分
都 市 化 農 業 非 工 業
1975年 1985年 1975年 1985年 1975年 1985年
春日井市 豊 橋 市 稲 武 町 東 郷 町 豊 橋 市 一 宮 市
安 城 市 岡 崎 市 大 府 市 日 進 町 一 宮 市 津 島 市
小 牧 市 春日井市 知 多 市 祖父江町 豊 川 市 蒲 郡 市
東 海 市 豊 川 市 扶 桑 町 十四山村 津 島 市 犬 山 市
知 立 市 碧 南 市 祖父江町 弥 富 町 碧 南 市 常 滑 市
高 浜 市 安 城 市 平 和 町 立 田 村 西 尾 市 江 南 市
岩 倉 市 西 尾 市 美 和 町 八 開 村 蒲 郡 市 尾 西 市
豊 明 市 小 牧 市 佐 屋 町 吉 良 町 常 滑 市 尾張旭市
西批杷島町 稲 沢 市 立 田 村 藤 岡 町 江 南 市 岩 倉 市
豊 山 町 大 府 市 八 開 村 音 羽 町 尾 西 市 豊 明 市
師 勝 町 知 立 市 阿久比町 一 宮 町 木曽川町 師 勝 町
西 春 町 長久手町 東 浦 町 赤羽根町 七 宝 町 扶 桑 町
清 洲 町 豊 山 町 幸 田 町 渥 美 町 弥 富 町 木曽川町
新 川 町 西 春 町 一 宮 町 佐 織 町 平 和 町
甚日寺町 清 洲 町 赤羽根町 南知多町 七 宝 町
大 治 町 甚目寺町 渥 美 町 一 色 町 美 和 町
蟹 江 町 大 治 町 田 原 町 小坂井町 蟹 江 町








非 都市 化 地 方都 市 工 業
1975年 1985年 1975年 1985年 1975年 1985年
新 城 市 新 城 市 名古屋市 名古屋市 刈 谷 市 刈 谷 市
美 浜 町 南知多町 岡 崎 市 瀬 戸 市 豊 田 市 豊 田 市
吉 良 町 額 田 町 瀬 戸 市 半 田 市 犬 山 市 東 海 市
幡 豆 町 小 原 村 半 田 市 高 浜 市 尾張旭市 知 多 市
額 田 町 足 助 町 豊 根 村" 西批杷島町 東 郷 町 春 日村
小 原 村 下 山 村 富 山 村8 新 川 町 日 進 町 大 口 町
足 助 町 旭 町 美 浜 町 長久手町 飛 島 村
下 山 村 東 栄 町 設 楽 町傘 春 日 村 幸 田 町
旭 町 豊 根 村 富 山 村4 大 口 町 三 好 町
設 楽 町 津 具 村 十四山村 田 原 町
東 栄 町 稲 武 町 飛 島 村
津 具 村 鳳 来 町 三 好 町
稲 武 町 作 手 村 藤 岡 町
鳳 来 町 音 羽 町
作 手 村
寄与率:37% 寄与 率:36% 寄与率:11% 寄与率:13% 寄与 率:9% 寄与率:9%
注)1.*印 の施 してある町及び村は,特 に人口が少ない地域であり,か つ非都市化地域である。にもかかわらず,






注)◆:豊 橋市,+:三 好町,■:富 山村
図2第1,2,3主 成分に関する3次 元図(1985年)




(2)時空 間 的都市化 構造 分析
前記(1)の主成 分分析結果 か ら,第1主 成分が都市化 を説明 してい るこ と
が分 かった。 そ こで,本 研 究 で は,第1主 成分得点 が都市化 の程度 を示 し
ている もの として,以 後 これを 「都市 化度殉 と呼ぶ。なお,図3及 び図4は,
1975年及び1985年 に関 して,各 地域 の都市化度 をラ ンク別(A:都 市化,
B:準 都 市化,C:非 都市化)に 分類 して,そ れ らを地図上 にプ ロ ッ トした
ものである、,また,図5及 び図6に は,1975年及 び1985年 に関 して,「都
市化度」,「CBDからの距離」 及 び 「地域 数」 との関係 が,3次 元 ヒス トグ
ラフで描 か れている。 さらに,図7に は,1975年 と1985年の 「都市化」
と 「CBDからの距離」 との関係が,3次 元散布 図で示 されている。ここで は,
都市化 の時空 間的考 察 をよ り深め るために,「都 市化度」 と 「CBDからの距
離」 との回帰 分析 を行 った。 その分析結 果は,表6,図8及 び表7及 び図9
に示 されている通 りであ る。
図3都 市化度 ランク別地域分布図(1975年)
■A・ 都 市 化(・ ・64・〈U.≦2…7・)
醗B・ 準 都 市 化(一 ・.79・<σ1≦・.64・)
口C・ 非 者肺 化(-2.22・≦U,<一 ・.79・)
デ
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図6都 市 化 度(1985年),距 離,地 域 数 に 関 す る
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図7都 市 化 度(1975年,1985年)及 び 距 離 に 関 す る
3次.ノ亡散 布 図
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図8都 市 化 度 一 距 離 に 関 す る 回 帰 分 析(1975年)
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皿 分析結果の考察
まず,H-2-(1)に関 して:
イ.表1と 表3を 比較す る と,第1～ 第3主 成 分に寄与 している変数負
荷量 は,若 十 異なる ものの,ほ ぼ同一の大 きさを示 している。 しか も,
各主成分 に対 する寄与率 は,2次 点 ともにほ とん ど同 じである。 この こ
とは,10年 間隔 では,地 域 構造 にあ まり大 きな変化 が見 られ ないこ と
を示i唆している。
ロ.図1と 図2を 比 較する と,図1よ りも図2の 方が,都 市化 軸の右上
方 に分散 が若十強 まってい る。 この こ とは,1975年か ら1985年 にか
けて,都 市化が顕著 に進行 した地域 がある ことを物語 っている。
ハ.表2,表4及 び表5に 示 されているよ うに,名 古屋市 は,「地方都市」
特性 を有する主成分に含 まれている。 これは,名 古屋市内 の各区の構造
特性 に差が見 られるか らであろ う。
つ ぎに,II-2-(2)に関 して:
イ.図3と 図4を 比 較す る と,都 市 化度 ランクが上昇 して いる地域 が,
多 く見 られる。都市化度 ランクが上昇 した地域 は,長 久手町,阿 久比町,
東 浦町,南 知 多町,吉 良町,幡 豆町,藤 岡町,田 原町があ り,逆 に下降
した地域 は立 田村 な どがある。
ロ.図5と 図6を 比 較する と,あ まり大 きな変 化 は見 られ ないが,若 干
都市 化度Bラ ンクの地域 が ふえて いる。 これ らの地域 は,35～70km
の範 囲に位 置 している。
ハ.図7か ら,1975年及び1985年 の各都市化 度は,ほ とん ど水平面 の
対 角線上 にプ ロ ッ トされてお り,CBDか らの距 離100kmの 点 と都市
化度3を 結 ぶ線上 に,合 成得 点(1975年 の都市化度,1985年 の都市
化度,CBDか らの距離)が 集 って いる。 この こ とは,10年 の間隔位 で
は,地 域 の都 市 化 に大 きな進 展 が見 られ ない こと,ま た,都 市 化 は
15 一73一
CBDか ら離 れるに したが って減少 してゆ くことを物語 っている。
二.表6,図8及 び表7,図9か ら,同 年 ともに,同 様 な関数形及 び適合
度が示 されている。 この ことは,上 記 ハ と同 じ考察が ロ∫能 となる。





は見られなかった。 また,「都市化」と 「CBDからの距離」には,比 較的強
い相関関係があることが分かった。 しか し,多変量解析手法を用いて分析す
る場合,変数の選択及び分析結果の解釈は,分析者の意図 と目的に左右され
て しまう。 したがって,「都市化」の概念,都 市化の歴史的プロセス及び現
実的状況 を十分に理解 した上で,変 数選択 を行い,分析に取 りかかることが
必要であ り,何回か分析を繰 り返す ことによって,不 偏的な都市化主成分
(指標)を導出することが今後の研究課題 として残される。
注
1)例 え ば,Pealinck〔1971〕,Britton〔1973〕,河崎 俊 二 〔1973〕及 び 神 頭
〔1981,1985〕な どが あ る。
2)「 都 市 化 の 集 積 経 済 」 に 関 す る 詳 細 に つ い て は,Isard〔1956,1975〕及 び
川 嶋 〔1977〕を参 照 せ よ 。
3)こ こ で,因 子 分 析 手 法 を用 い な か っ た の は,な るべ く多 くの強 く作 用 して い
る変 数 負 荷 量 を析 出 す る こ とに よ って,地 域 構 造 特 性 を把 握 す るた め で あ る 。
4)こ こ で は,主 と して 面積 当 り施 設(す な わ ち,施 設 へ の ア クセ ス)よ りば む
しろ,人 口 当 り施 設(す なわ ち,施 設 容 量)の 観 点 か ら変 数 の 選 択 及 び加 工 を
行 っ た。
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付図 愛知県地域位置図
出所:「日本アルマナック」教育社1987年
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